
　長期化する新型コロナウイルス感染症の影響を受け、様々な困難に直面している
住民税非課税世帯等が抱える経済的負担の軽減をはかるため、当給付金を支給します。

● 住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金（１世帯あたり10万円）
　 は、住民税均等割非課税世帯や令和３年１月以降に新型コロナウイルス
 　感染症の影響で家計急変のあった世帯を支援する新たな給付金です。
● 給付金を受給するためには、手続きが必要 です

　
１
月
28
日
㈮
、
恩
原
高
原
ス
キ
ー
場

で
香
北
小
学
校
ス
キ
ー
教
室
が
行
わ
れ

ま
し
た
。

　
今
年
は
積
雪
と
天
候
に
も
恵
ま
れ
た

中
、
生
徒
た
ち
は
初
級
か
ら
上
級
に
分

か
れ
、
坂
の
上
り
方
や
ボ
ー
ゲ
ン
で
の

滑
り
方
な
ど
を
覚
え
る
子
や
、
大
人
と

一
緒
に
コ
ー
ス
を
滑
る
子
な
ど
、
そ
れ

ぞ
れ
の
成
長
を
見
せ
て
く
れ
ま
し
た
。

　
２
月
15
日
㈫
、
鏡
野
町
役
場
で
令
和
３
年
度
鏡
野
町
新
規
就
農
激
励
事
業
奨
励
金

交
付
式
が
行
わ
れ
、
今
年
度
は
薪
森
原
で
水
稲
農
家
と
し
て
就
農
さ
れ
た
坂
田
義
則

さ
ん
に
奨
励
金
が
贈
ら
れ
ま
し
た
。

　
こ
の
事
業
は
、
町
内
で
新
た
に
就
農
さ
れ
た
40
歳
以
下
の
方
を
対
象
に
、
将
来
に

わ
た
っ
て
農
業
経
営
を
続
け
て
い
た
だ
き
、
自
信
と
誇
り
を
持
っ
た
経
営
を
確
立
す

る
と
と
も
に
、
地
域
農
業
発
展
の
中
核
を
担
っ
て
も
ら
う
た
め
の
期
待
と
し
て
、
鏡

野
町
と
岡
山
県
農
林
漁
業
担
い
手
育
成
財
団
か
ら
奨
励
金
が
交
付
さ
れ
る
も
の
で

す
。

　
奨
励
金
の
交
付
後
、
山
崎
町
長
か
ら
は
、「
町
の
基
幹
産
業
で
あ
る
農
業
に
携
わ
る

人
は
、
現
在
高
齢
化
や
米
価
の
下
落
な
ど
の
影
響
を
受
け
て
い
ま
す
。
鏡
野
町
で
は

先
を
行
く
農
業
を
目
指
し
て
い
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
」
と
激
励
の
言
葉
が
贈
ら
れ

ま
し
た
。

　
こ
れ
を
受
け
て
坂
田
さ
ん

は
、
「
ま
ず
は
安
定
し
た
収
量

を
確
保
す
る
こ
と
と
、
コ
ロ
ナ

禍
前
か
ら
３
〜
４
割
程
度
は
下

落
し
て
い
る
米
価
の
影
響
に
押

し
つ
ぶ
さ
れ
な
い
だ
け
の
力
を

付
け
て
い
き
た
い
と
思
い
ま

す
。
」
と
決
意
を
述
べ
ら
れ
ま

し
た
。

住民税非課税世帯等に対する
臨時特別給付金（10万円/1世帯）のご案内

支 給 対 象 と な る 世 帯

令
和
３
年
度
　
富
地
区
卓
球
大
会

香
北
小
学
校
ス
キ
ー
教
室

令
和
３
年
度
　
鏡
野
町
新
規
就
農
激
励
事
業

奨
励
金
交
付
式

鏡野町保健福祉課　福祉係　担当 ： 渡邊
電話（0868）54-2986　FAX（0868）54-2891

申請書提出期限は令和４年９月30日㈮
ですが、早めの申請をお願いします。

お問い合せ先

世帯全員の令和３年度
「住民税均等割が非課税」 の世帯

コロナウイルス感染症の影響で
令和３年１月以降の収入が減少し、
世帯全員が「住民税非課税相当」 
となった世帯 （家計急変世帯）

鏡野町から確認書を
送付しています

鏡野町から確認書を
送付しています

鏡野町から確認書を
送付しています

返送がない場合は給付金を支給
することができませんので、確
認書の返送がお済みでない方は
至急の返送をお願いします。

申請書が必要な方は、下記まで
ご連絡ください。申請書に必要
書類を添付し申請期限までに窓
口または郵送でご提出ください。

　
１
月
28
日
㈮
、
令
和

３
年
度
富
地
区
卓
球
大

会
が
富
公
民
館
で
開
催

さ
れ
、
４
名
の
参
加
者

に
よ
る
総
当
た
り
で
対

戦
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　
当
日
の
屋
外
は
寒
く
、

換
気
を
し
な
が
ら
の
大

会
と
な
り
ま
し
た
が
、

汗
を
か
く
ほ
ど
の
熱
戦

が
繰
り
広
げ
ら
れ
ま
し

た
。

申請が必要です申請が必要です申請が必要です

（世帯の全員が、住民税が課されている
他の親族等の扶養を受けていないこと。）
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